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第１回検討委員会での委員意見や、これまでの検討経緯から、
帰宅困難者等対策を推進するための継続検討課題について以下のように整理

①インバウンドの増加等を踏まえた帰宅困難者数の新たな推計及びその対策
②民間との連携方策
③廣井座長からの意見をもとに、今後検討が必要な課題

帰宅困難者対策の継続検討課題について①

意見番号 意見概要

3
鎌倉市ほどの規模ではない市町村において、鎌倉市と同様の対応がすぐにできるかというと、相当難しいだろう。一大
観光地を抱え、普段からインバウンドの対応をしているからこそできた面もある。鎌倉市の対応を参考に、各自治体が
『すぐにできそうなこと』と『すぐには難しそうなこと』を自ら整理できるような提示をしてみてはどうか

① インバウンドの増加等を踏まえた帰宅困難者数の新たな推計及びその対策

委員からの意見

現状の推計手法では、パーソントリップ調査に基づき帰宅困難者の推計を行っているため、
平日の首都圏居住者における帰宅困難者数の推計しか考慮できておらず、インバウンドは考慮していない。
今後、人流データを用いた帰宅困難者の推計について検討を行うことで、休日の帰宅困難者の推計手法を模索
するとともに、外国人旅行者等のインバウンドにも対応した帰宅困難者の推計手法を検討を予定。
その推計結果を基に、異なる発生状況（平日・休日）やインバウンド等に対応した帰宅困難者等対策を検討。
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現行の帰宅困難者数の推計について（H２５年首都直下地震被害想定）

H25被害想定では、パーソントリップ調査に基づき、
①S53宮城県沖地震を踏まえた定義式（帰宅困難率＝～10km：帰宅困難率0％、
 10～20km：帰宅困難率は1ｋｍ遠くなるごとに10％増加、20km～：帰宅困難率100％） ※1（赤破線）

②東日本大震災の実績（帰宅困難率＝（0.0218×外出距離km）×100） ※2(黒実線）
 に基づく推定手法を用いて、幅を持たせた推計結果を使用。
 ※平成23年10月に１都４県の居住者を対象に内閣府が実施したWEBアンケート調査により把握。

帰宅困難者数は、平日12時の被災を想定し、約640万人（②）～約800万人（①）と推計。

外出距離別帰宅困難率

【今後の検討課題】
パーソントリップ調査に基づき推計しているため、平日のデータしかないため、休日の帰宅困難者の推計には、
新たなデータを活用した推計手法の構築が必要。 2



新たな帰宅困難者数の推計手法

平日のデータしかないパーソントリップ調査によらない新たな帰宅困難者数の推計手法の検討に当たって、
データとして、対象者の属性情報（居住地域、年代、性別、国等）を持つ人流データ※を活用することを想定。

※ 人流データは、通信キャリアの基地局又は各種アプリケーションを用いて取得された位置情報等から推計したデータを活用。

○ 従前の手法で考慮できていなかった訪日外国人観光客、国内旅行者、出張者等を含む帰宅困難者数の推計
手法について検討。

○ 帰宅困難者数は、平日１２時（既存の手法との比較用）に加え、休日１２時について推計することを想定。

※出典：地域課題解決のための 人流データ利活用の手引き 改訂版 v1.2（国土交通省）

取得したい人流データとデータ取得方法の適合性※
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（参考）東京都市圏パーソントリップ調査とは

パーソントリップ調査は、「どのような人が」「どのような目的で」「どこからどこへ」「どのような交通手段で」移
動したかなどを調べるものです。そこからは、鉄道や自動車、徒歩といった各交通手段の利用割合や交通量な
どを求めることができます。
□調査の内容
パーソントリップ調査は、人の移動に関する内容についての調査であり、ある人の平日の1日の動きを調査。

□調査範囲
東京都市圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県南部）

□調査対象
東京都市圏に居住する約1,800万世帯のうち、無作為で選ばれた約63万世帯の方（満5歳以上）

調査範囲

※東京都市圏交通計画協議会HPより抜粋 4



帰宅困難者対策の継続検討課題について②

② 官民連携の方策

委員からの意見

帰宅困難者等対策は、「行政機関による「公助」に限界があることから、可能な限り「自助」を前提としつつ
「共助」も含めた総合的な対応が不可欠である」ことから民間企業に協力を依頼してきた経緯を踏まえ、
過度な負担にならないよう検討が必要であるが、どのように検討を進めるべきか。

意見番号 意見概要

７ もっと被害が甚大なときは、市役所では帰宅困難者対応はセカンドプライオリティーにならざるを得ないので、官民連携を
どう深めるか議論しなければいけない。

8 大規模災害時には民間に御協力いただくことが必要になるため、小規模災害時にも訓練のためにも民間に一時滞在施
設の開設等を行っていただきたいと考えるが、整理が必要。

9 備蓄をする場合は倉庫の整備や物資の入替が必要になるが、一時滞在施設になるような建物には店舗があるため、店
舗にある商品を活用する仕組みのほうがうまく回るのではないか。

10
各自治体と民間の一時滞在施設との協定は災害等を前提としているため、遠隔地において地震が発生した場合、民
間の一時滞在施設の開設を要請するべきかが課題となる。また、被災していない地域は災害救助法の支援対象になら
ないと考えられるため、一時滞在施設を開設した場合の費用負担をどのようにすべきが課題となる。

11 協定を結んでいないところでも帰宅困難者を受け入れている場合があるが、そういう情報を集めるのが難しい。

12 協定を結んでいない施設が帰宅困難者を受け入れてくれる場合、どのようなことをしてもらうか検討することが必要。
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（参考）官民連携の事例について①

6※大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策の取組事例集より抜粋



（参考）官民連携の事例について②

7※大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策の取組事例集より抜粋



（参考）官民連携の事例について③

8※出典：住友不動産ホームページ https://www.sumitomo-rd.co.jp/uploads/20230307_release_saigaibichikuhin-eiseiseihin-donyu.pdf



帰宅困難者対策の継続検討課題について③

③廣井座長からの意見をもとに、今後検討が必要な課題

各課題の優先順位に応じて解決手段や手法について検討する。 9

大都市の一極集中と鉄道分担率の高さが帰宅困難者問題の根本的な原因

大規模災害時、行政だけでは膨大な帰宅困難者対応ニーズに対応できない（むしろ、してはい

けない）

官民連携に加えて，帰宅困難者は市町村境界を超えて移動するため行政も多様

家族に会いたい・帰りたいという人間心理に反する対策になってしまう

帰宅困難者が発生する蓋然性は高い反面、発災時刻や曜日、季節など多様な被災像

著しく過酷な外部環境への対応の必要性

大規模地震だけではなくオールハザードで対策する必要性

地域によって大きく対策の必要性や種類は異なる

「帰宅困難者対策を利用する」という視点の必要性

より高度な予測・モニタリング技術の必要性
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